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小学校の学校歯科保健活動におけるフッ化物洗口（250ppmF）終了後，
20歳時点におけるう蝕抑制効果の検討
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Cariostatic effect of250ppm F（fluoride）rinsing activity during the primary
school period on20-year-old adults

OHASHI TAMIE1）, HIROSE AKIKO1）, IWATA SACHIKO1）, IKAI RYOTA1）, OZAWA KOJI1）, KAWANO SATOSHI2）
and ISOZAKI ATSUNORI1）

概要：我々は，我が国において小児う蝕が減少している今日における，学校保健活動として小学校6年間で
のフッ化物洗口（250ppmF，週5回法）を行った児童の，洗口終了8年後の20歳の時点の歯科健診結果を
比較し，う蝕経験について検討した．
その結果，フッ化物洗口群は，男女ともに，う蝕経験に係わる項目（DMFT index）で対照群の値と比較
して明らかに低値を示した．また，対照群のう蝕経験についても2011年の歯科疾患実態調査結果よりも低い
値であった．
これは，小学校6年間のフッ化物洗口のう蝕抑制効果が成人に至るまで持続したためであると考えられ
る．
以上より，小学校6年間の学校歯科保健活動としてのフッ化物洗口を実施したことにより洗口終了8年後
の20歳の時点でもう蝕抑制効果を認めた．

キーワード：フッ化物洗口法，学校歯科保健プログラム，20歳のDMFT，う蝕抑制効果

We measured the cariostatic effect of incorporation of 6 years of fluoride mouth-rinsing（250ppm F, 5
times⁄week）into elementary school dental health programs. Eight years after completing the fluoride mouth-
rinsing program, the20-year-old participants underwent a precise oral examination for dental caries. Al-
though the prevalence of dental caries among children is showing a decreasing tendency in Japan, only a few
studies have investigated the caries preventive effect after 8 years in20-year-old subjects.
We assessed the presence of dental caries by measuring caries prevalence, the decayed, missing, filled teeth

（ DMFT）index, and other parameters in the fluoride group and a control group. The caries prevalence and
the DMFT index were significantly lower in the fluoride group than in the control group. And then, the con-
trol group had a lower DMFT index than in the2011 survey of dental disease.

It was thought that the fluoride mouth rinsing performed in elementary school contributed largely to the
decrease in dental caries prevalence in these individuals as adults.

From these findings, we conclude that the cariostatic effect of a fluoride application program for 6 years
during primary school persisted until the subjects were at least20years of age.

Key words: fluoride mouth rinsing, school dental health program, DMFT of20-year-old subjects, cariostatic effect
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表1 研究対象（人）

緒 言

わが国の12歳児のDMFTは，2011年の学校保健統
計調査では1．2であり，年々減少傾向を示している1）．
これには，フッ化物の局所応用（フッ化物洗口，フッ
化物配合歯磨剤）が広がってきたことが大きな要因と
なっていると考えられる2―4）．この長寿社会で将来にわ
たる口腔の健康と，咀嚼機能の保持増進のためには，
学童期のう蝕発生を限りなくゼロに近づけることが肝
要である5）．しかし近年，我が国の12歳児のう蝕罹患
の地域格差について報告6，7）されており，全国的にう蝕
発生を減少させるためには地域格差の是正も必要であ
る．格差が生じる理由の一つとして，集団応用するこ
とにより高いう蝕予防効果を得られることが認められ
ているフッ化物洗口法実施の有無があると考えられ，
時代背景をふまえてフッ化物洗口の効果を検証するこ
とは意味のあることである．
本研究室では，1975年から岐阜県某市のA地区1

小学校において，1976年には3小学校，1979年には，
うち1校の分離独立により4小学校で，フッ化物洗口
を中心とした学校歯科保健活動を導入実施してきた．
小学校1年生から6年間フッ化物洗口法，フッ化物歯
面塗布法および歯科保健指導と歯科保健教育を継続実
施することにより得られたう蝕予防効果についてはす
でに報告した8，9）．
また，洗口終了後の評価としては，1988年より被験

者が集まる市町村主催の成人式において成人歯科健診
を実施している．
フッ化物洗口終了後の追跡調査の報告はいくつか見

られるが10，11），小学校において6年間実施した児童の
20歳の時点での調査報告は少ない．また，我々の過去
の研究は500ppmFのフッ化物洗口液を用いたもので
あり，250ppmFのフッ化物洗口液を用いたものは少
なく，さらに，近年のように小児う蝕が減少してきた
時代における効果については検証されていない．
本研究では，A地区と隣接し生活環境も類似したB

地区の成人を対照群とした．A地区とB地区は2003
年5月に市町村合併し某市となり，2004年以降の成人
式には小学校で6年間フッ化物洗口を実施したA地
区と，フッ化物洗口未実施のB地区の成人が同時に
参加している．
小児う蝕が減少している今日における，学校保健活

動として小学校6年間でのフッ化物洗口終了8年後の
20歳の時点のう蝕経験について検討する目的で，A
地区ならびにB地区の20歳の時点の歯科健診結果を
比較した．

研究対象および方法

1．研究対象
2004～2011年の某市成人式参加者のうち，歯科健診
を希望し，受診した男性573名，女性411名の合計935
名を研究対象とした．某市における成人式への新成人
の参加率は例年50～60％である．
このうち，学校歯科保健活動として，フッ化物濃度

250ppmのフッ化物洗口（ミラノ－ルⓇ，週5回法，
学校給食後）を実施しているA地区の4小学校に6
年間在籍していた705名（男性410名，女性295名）を
フッ化物洗口群（以下F群），フッ化物洗口未実施の
B地区3小学校に在籍していた279名（男性163名，女
性116名）を対照群（以下C群）とした（表1）．

2．口腔健診
健診項目は，う蝕経験，口腔清掃状態，歯肉炎，不

正咬合，および智歯萌出異常とした．
健診にはミラー（平面鏡直径22mm），およびエク

スプローラ（ワイデム・ヤマウラNo．25）を用い，充
分な人工照明のもと，調査ごとにキャリブレーション
を行った7名の歯科医師が視診型診査を実施した．う
蝕の診査基準は，日本口腔衛生学会で設定した4度分
類検出基準10）に従った．なお，外傷による破折歯およ
び矯正による便宜抜去歯などは問診により確認し，集
計から除外した．
口腔清掃状態は，前歯部唇側面について，VPI（Vis-

ible Plaque Index）11）を用いて視診により歯垢付着状態
を観察した．判定は視覚的に歯垢の付着がないと思わ
れるものをGood，明らかに付着が認められ不潔なも
のを Poor，どちらとも判別しがたいものはFair と評
価し，3段階で行った．
歯肉炎の評価は，前歯部唇側面について，GI（Gingi-

val Index）の診査基準を用いて－，＋，＋＋，＋＋
＋の4段階で行い，＋以上のものを歯肉炎有病者と判
定した．
不正咬合は，叢生，上顎前突，下顎前突，交叉咬合

などについてその有無を記録した．
智歯萌出異常は，智歯の萌出が視診で確認できるも
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ので，水平智歯などの萌出異常が認められるものにつ
いてその有無を記録した．

3．成績判定は男女別に以下の項目について行った．
1）DMFT index（DMFT，DT，MT，FT）
2）う蝕有病者率
3）歯肉炎有病者率
4）不正咬合保有者率
5）智歯萌出異常保有者率
6）口腔清掃不良保有者率

4．統計分析
健診結果から，DMFT指数，う蝕経験の有無，歯

肉炎の有無，不正咬合の有無，智歯萌出異常の有無，
口腔清掃状不良の有無について2群を比較検討した．
検定方法は，DMFT指数は t検定で，その他は

Fisher の正確確率検定を用いた．有意水準は5％と
した．統計解析には統計ソフト（Dr. SPSS for Windows
11．0．1J, SPSS Inc., Chicago）を用いた．

5．倫理的配慮
本研究は，岐阜県某市成人式において記念歯科健診

を希望した者について行った．参加者には，健康診査
の結果が研究報告されることを事前に通知し，同意を
得た上で，得られた個人情報について個人が識別され
ないように番号を付与して処理し，連結不可能匿名化
した．本研究の実施に先立ち，研究内容について朝日
大学歯学部倫理委員会の承認（受付番号20058号）を
得た．

結 果

1）DMFT index（DMFT，DT，MT，FT）（表2）
DMFT index は，男性ではF群2．84，C群3．47，

女性ではF群3．22，C群4．72であり，男女ともにF
群では低値を示し，男女ともに統計学的に有意であっ
た．
未処置歯（DT）は，F群の男性0．26，C群の男性

0．61，F群の女性0．28，C群の女性0．41を示した．F
群では男女共に未処置歯は低値を示し，男性では統計
学的に有意であった．
喪失歯（MT）は，両群ともに少なく差を認めなかっ

た．
処置歯（FT）は，F群の男性2．57，C群の男性2．84，

F群の女性2．96，C群の女性4．29を示した．よってF
群では男女共に処置歯は低値を示し，女性では統計学
的に有意であった．
両群の総被験歯数は男性では両群とも27．77本，女

性では両群とも27．63本と同様で，萌出状況には差が
ないといえる．
2）う蝕有病者率（表3）
う蝕有病者率は，男性ではF群66．34％，C群

74．23％，女性ではF群65．76％，C群83．62％を示し，
男女ともにF群の有病者率が低いことを認め，統計
学的に有意であった．
3）歯肉炎有病者率（表3）
歯肉炎有病者率は，男性ではF群40．24％，C群

40．49％，女性ではF群35．93％，C群30．17％を示し
た．男女ともに統計学的に有意ではなく両群に差はな
かった．

表2 健診結果（DMF）

小学校でのフッ化物洗口終了後20歳時点のう蝕抑制効果
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4）不正咬合保有者率（表3）
不正咬合保有者率は，男性ではF群20．48％，C群

27．34％，女性ではF群17．97％，C群22．41％を示し
た．男女ともに統計学的に有意ではなく両群に差はな
かった．
5）智歯萌出異常保有者率（表3）
智歯萌出異常保有者率は，男性ではF群8．78％，C

群11．66％，女性ではF群5．42％，C群6．03％を示し
た．男女ともに統計学的に有意ではなく両群に差はな
かった．
6）口腔清掃不良保有者率（表3）
口腔清掃不良保有者率は，男性ではF群73．35％，

C群75．97％，女性ではF群54．95％，C群60．91％を
示した．男女ともに統計学的に有意ではなく両群に差
はなかった．

考 察

フッ化物洗口法は公衆衛生特性の高いう蝕予防法で
あり，全国において学校歯科保健活動に導入実施さ
れ，高いう蝕予防効果が得られることが認められてい
る8，9）．我々は，岐阜県某市A地区の小学校において
1975年からフッ化物局所応用法を実施してきた．小学
校における6年間の学校歯科保健活動の効果は20歳の
時点まで持続していることを報告した12，13）．しかし，
これらの研究は2004年以前のものである．フッ化物配
合歯磨剤の市場占有率が約90％となり，小児う蝕が減
少している今日において，学校保健活動として小学校
6年間でのフッ化物洗口を行ったA地区の者と，行っ
ていないB地区の者とで20歳の時点の歯科健診結果
を比較検討することは有用であると考える．
20歳時のう蝕罹患状況は，C群に比ベF群の方が
う蝕有病者率が低く，全ての永久歯が健全であるカリ

エスフリーの率が高いことを認めた．特に，男性にお
いてう蝕経験のない者が多く認められた．これは男子
では女子より第一大臼歯の萌出が遅く，女子ではフッ
化物応用法開始時の1年生には，すでに第一大臼歯の
萌出が完了している者も多いため，う蝕感受性の最も
高い萌出直後にエナメル質表面にフッ化物が十分に作
用できないためと考えられる．また，小学校において
6年間フッ化物応用を受けた児童の6年生における第
一大臼歯のう蝕罹患状況は，萌出時期の早い女子の方
が男子より多く，う蝕経験のない者も男子の方が多い
ことが示されていることからも14），20歳の時点で男性
の方が全歯健全者が多くみられたものと考える．
DMFT index は，F群は C群に比較して明らかに

低いことが示された．他の健診項目では両群の間に差
はなかった．よって小学校6年間の学校歯科保健活動
におけるフッ化物洗口が20歳の時点でのう蝕抑制にも
影響していると考えられる．
平成23年の歯科疾患実態調査15）では，DMFT index

は20歳で5．1であり，本研究の両群のDMFT index
は，男女ともこれよりも低い値であった．よって両群
とも実態調査と比較してう蝕経験は少ないといえる．
以上より，隣接の生活環境も類似したA地区とB

地区の成人を対象にう蝕経験を比較した結果，明らか
にA地区の方が低く，B地区との間に差がみられた．
よって，全国的に小児う蝕が減少している今日におい
ても，学校保健活動におけるフッ化物洗口が，20歳の
時点でのう蝕経験を抑制し，う蝕発生の地域格差の縮
小に寄与することが示唆された．

結 論

F群は，男女ともに，う蝕経験に係わる項目でC
群の値と比較して明らかに低値を示し，小学校6年間

表3 健診結果（有病・有症者率） （％）
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の学校歯科保健活動としてのフッ化物洗口を実施した
ことにより洗口終了8年後の20歳の時点でもう蝕抑制
効果を認めた．フッ化物によるう蝕予防効果以外の項
目では両群間に明らかな差は認められなかった．
う蝕発生の地域格差を縮小するためにも学校保健活

動でのフッ化物洗口実施が必要であると考えられる．

利益相反（COI）
本論文に関して，開示すべき利益相反状態はない．
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